
金 額 金 額
千円 千円

16,332,111 11,920,901
現 金 預 金 475,489 933,194
売 掛 金 2,258,290 7,742,596
リ ー ス 投 資 資 産 7,360 297,900
商 品 及 び 製 品 2,624,207 8,096
未 着 商 品 250,627 2,369,212
仕 掛 品 5,795,125 258,814
貯 蔵 品 1,041,417 2,483
漁 業 仕 込 金 348,521 86,972
前 払 費 用 161,958 65,286
短 期 貸 付 金 403,248 144,776
未 収 入 金 4,073,251 11,573
立 替 金 5,806
未 決 算 勘 定 17,885
仮 払 金 288,367
デ リ バ テ ィ ブ 債 権 2,877
貸 倒 引 当 金 △1,422,317

4,328,873 6,421,499
3,036,009 6,079,700

建 物 238,312 10,500
構 築 物 17,642 26,311
機 械 装 置 164,201 218,292
船 舶 2,145,716 86,697
車 両 運 搬 具 5,525
工 具 器 具 備 品 55,422
土 地 315,261 18,342,400
建 設 仮 勘 定 93,931

1,546
ソ フ ト ウ ェ ア 1,258 2,320,243
電 話 加 入 権 288 709,317

39,693
1,291,318 39,693

投 資 有 価 証 券 67,693
関 係 会 社 株 式 147,678 1,571,233
出 資 金 16,190 137,636
関 係 会 社 出 資 金 468,643 1,433,597
長 期 貸 付 金 118,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,433,597
貸 倒 懸 念 債 権 250,000
リ ー ス 投 資 資 産 23,919 △1,660
保 証 金 190,543 △1,660
繰 延 税 金 資 産 234,992
そ の 他 16,661
貸 倒 引 当 金 △243,000 2,318,583

20,660,983 20,660,983
（注）上記記載金額は各科目ごとにそれぞれ千円未満を四捨五入して表示しております。

貸 借 対 照 表
（2023年3月31日現在）

科 目 科 目
( 負 債 の 部 )

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

流 動 負 債

固 定 負 債

( 資 産 の 部 )
流 動 資 産

固 定 資 産

買 掛 金
短 期 借 入 金
１年以内長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
預 り 金
そ の 他

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

長 期 借 入 金
長 期 預 り 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
特 別 修 繕 引 当 金



千円
20,580,452

17,866,768
売 上 総 利 益 2,713,684

1,711,456
1,002,228

受 取 利 息 9,373
受 取 配 当 金 138,796
不 動 産 賃 貸 料 収 入 15,312
為 替 差 益 40,870
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 7,000
補 助 金 助 成 金 221
雑 収 入 71,343 282,914

支 払 利 息 64,326
支 払 保 証 料 213
不 動 産 賃 貸 費 用 15,218
雑 損 失 5,986 85,743

1,199,400

固 定 資 産 売 却 益 771
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 546,420 547,191

固 定 資 産 廃 棄 損 4,542
解 決 金 183,000 187,542

1,559,048
287,673
△9,992 277,681

1,281,366
（注）上記記載金額は各科目ごとにそれぞれ千円未満を四捨五入して表示しております。

損 益 計 算 書

金 額科 目

売 上 高

営 業 外 費 用

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

2022年4月1日から2023年3月31日まで

経 常 利 益

営 業 利 益

法人 税、 住民 税及 び事 業税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

特 別 利 益

営 業 外 収 益



株主資本等変動計算書
（2022年4月1日から2023年3月31日まで）

（単位：千円）

資 本
剰 余 金

その他
利益

剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 709,316 39,693 137,635 152,230 1,038,876 △2,768 1,036,108

当期変動額

当期純利益 1,281,366 1,281,366 1,281,366

株主資本以外の
当期変動額(純額） 1,108 1,108

当期変動額合計 - - - 1,281,366 1,281,366 1,108 1,282,474

当期末残高 709,316 39,693 137,635 1,433,596 2,320,243 △1,659 2,318,583

（注）記載金額は各科目ごとにそれぞれ千円未満を切捨てて表示しております。

純資産
合計

株　　主　　資　　本
評価・換算

差額等

資本金

利　益　剰　余　金

株主資本
合計資本

準備金
利益

準備金

その他
有価証券

評価差額金



個 別 注 記 表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
・ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・ 商　　　　 品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
・ 製　　　　 品 売価還元法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
・ 仕 　掛 　品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
・ 貯　 蔵　 品 先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 主要な事業における収益の計上基準
当社は主に水産物の漁獲・生産・売買、および冷凍食品や各種調味料の売買を行っております。
漁業による水産物の販売においては、水産物を陸揚げし、市場にて価格が確定した時点が納品日となり、
履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。また、商品の国内販売においては、
収益認識適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品の支配が、顧客に移転される
時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

(3)
① 有形固定資産 定額法を採用しております。

② 無形固定資産
・ 自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

(4)
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

③ 特別修繕引当金 船舶安全法の規定による定期検査を受けなければならない船舶の
当該定期検査を受けるための修繕に要する費用の支出に備えるた
め、将来の修繕見積額に基づき計上しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① グループ通算制度の適用 マルハニチロ株式会社を通算親会社とするグループ通算制度を適用しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
(有形固定資産の減価償却方法の変更)

有形固定資産の減価償却の方法につきましては、一部の建物・建物付属設備・構築物、および一部の船舶を除き、
従来、当社は定率法を採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。

当社グループにおいて、有形固定資産の設備は安定的に稼働しており、技術的に陳腐化のリスクも少ないと考えられるため、
減価償却費を耐用年数期間にわたり均等に費用配分することがより適切であると判断し、グループ全体で償却方法を
定額法に統一することとしました。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益は44,794千円増加し、
経常利益および税引前当期純利益は46,112千円増加しております。

3. 収益認識に関する注記
(1) 収益を理解するための基礎となる情報

当社における取引については、個別注記表１.重要な会計方針に係る事項に関する注記の（2）
主要な事業における収益の計上基準に記載しております。また、一部水産物の売買における
収益について、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る
額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

固定資産の減価償却の方法

引当金の計上基準



4 . 会計上の見積りに関する注記
(1) 関係会社に対する債権の評価（Taiyo Micronesia Corporation）

未収入金 千円

短期貸付金 千円

長期貸付金 千円

貸倒引当金 千円

債権の貸倒損失に備えるため、特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。取引先等の財政状態が悪化し、支払能力が低下した場合には、貸倒引当金の
追加計上が必要となる可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
繰延税金資産 千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積って
おります。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、
実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、
繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(3) 固定資産の減損の要否
有形固定資産（南方トロール漁業） 千円

当事業年度において、貸借対照表に計上されている有形固定資産3,036,009千円のうち、
357,111千円（総資産の11.8％）を占める南方トロール漁業部門に関する資産グループについて
減損の兆候が認められたことから、減損損失を認識するかどうかの判定を行っております。
減損損失の認識の判定において、予算及び中期経営計画等に基づく割引前将来キャッシュ・フローの
合計が当該資産グループの帳簿価額を上回っていることから、当該資産グループの減損損失の
認識は不要と判断しております。しかしながら、当該見積り・前提について、将来キャッシュ・フローが
想定より減少した場合、翌事業年度の計算書類において減損損失が発生する可能性があります。

5 . 貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産および担保付債務
担保に供している資産は次の通りであります。

船舶(第八新生丸) 千円

担保付債務は次の通りであります。
長期借入金 千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 千円

(3) 有形固定資産の圧縮記帳累計額 千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 千円

② 長期金銭債権 千円

③ 短期金銭債務 千円

④ 長期金銭債務 千円

(6) 漁業仕込金
漁撈事業における原価は、当該操業にかかる全原価を、転載までの航海日数等の比率により
按分して算出しております。漁業仕込金は、操業途中において事業年度末が到来した場合の、
次期以降の原価となる金額であります。

6 . 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 千円

② 千円

③ 営業取引以外の取引高 千円

7 . 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における発行済株式の数 株

8 . 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、減価償却超過額及び未払賞与であります。

745,713

14,186,339

営 業 費 用 4,140,356

1,140,884

414,000

5,736,122

77,256

4,467,030
368,000

8,227,854
4,200,000

売 上 高 1,286,873

357,111

3,124,924
240,000
60,000

1,482,317

234,992



9 . 金融商品に関する注記
(１) 金融商品の状況に関する事項

当社は、主に漁業養殖事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を親会社からの
借入金及び政府系金融機関からの制度資金より調達しております。
なお、一時的な余資または短期的な運転資金はキャッシュ・マネジメント・システムを通して、
親会社よりの借入金の返済又は調達をしております。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を
目的とした先物為替予約取引を利用しております。
なお、投機的な取引は行わない方針であります。

(２) 金融商品の時価等に関する事項
2023年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額679,315千円）は、
「その他有価証券」には含めておりません。また、現金、預金、売掛金、短期貸付金、短期借入金、未払金は
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円）

(1) 現金及び預金
(2) 売掛金
(3) 短期貸付金(※3）
(1) 未収入金

貸倒引当金(※2)

(2) 投資有価証券
その他有価証券

(3) 長期貸付金(※3）
貸倒引当金(※4)

(4) 貸倒懸念債権
貸倒引当金(※5)

(8) リース投資資産(※6)
(9) 買掛金
(5) 短期借入金
(11) 未払金
(3) 長期借入金(※3）
(4) デリバティブ取引(※4)

(※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(※2）未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。
(※3）長期借入金には、1年以内長期借入金も含めた合計額を記載しております。
(※4）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(注1）金融商品の時価の算定方法について
（1）未収入金
未収入金については、回収見込額に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日に
おける貸借対照表計上額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって
時価としております。

（2）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（3）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。

(4)デリバティブ取引
為替予約取引については、銀行よりの時価評価額によっております。

(注2）長期借入金の決算日後の返済予定額
(単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内

長期借入金 297,900 297,900 297,900 3,897,900 279,500

10 . 賃貸等不動産に関する注記
（１） 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、千葉県袖ヶ浦市や北海道函館市その他の地域において、賃貸用の工場設備（土地を含む）等を
有しております。

（２） 賃貸等不動産の時価に関する事項
当事業年度末における当該賃貸等不動産に関する貸借対照表価額373,920千円に対し、
時価は536,297千円であります。

5年超

1,306,500

2,877 2,877 -

1,815,409 1,815,409 -
(6,377,600) (6,293,201) 84,399

(933,194) (933,194) -
(7,742,596) (7,742,596) -

67,000
31,278 31,278 -

250,000
(183,000)

(300,000)
58,000

20,889 20,889 -
358,000 353,882 (4,118)

2,890,934

4,073,250

2,890,934 -
(1,182,316)

1,966,974 1,966,974 -
376,496 376,496 -

貸借対照表計上額(※１） 時価(※１） 差額

328,068 328,068 -



11 . 関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

被所有

直接

(2) 子会社等

所有

直接
　

所有

直接
　

千円 千円
所有

直接
　

所有

直接
　

所有 千円 千円

直接
　

所有

直接
　 50%
　

1． 取引金額に消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。
2． 取引条件及び取引条件の決定方針等

  当社商品の販売、購入については、価格その他の条件は当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
3． 上記の子会社暁魚類㈱の貸倒懸念債権等に対し、183,000千円の貸倒引当金を計上しております。

4． 上記の子会社Taiyo Micronesia Corporationの未収入金、短期貸付金及び長期貸付金に対し、

1,482,317千円の貸倒引当金を計上しております。

12 . １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 円
(2) １株当たり当期純利益金額 円

13 . 重要な後発事象に関する注記
特にありません。

子会社
サカナデル
ペルー
S．A．

ペルー
漁業及び
水産物の
加工販売

100%
子会社

有限会社
日本鮪養殖

東京都
中央区

鮪養殖業
役員の兼任
業務の委託

- - 未収入金

千円

英国領
バージン
諸島

15,000 漁業
役員の兼任

諸経費の立替
未収入金 229,703

(注）

163.44
90.32

50,000 302,215 302,215
100%

資材等立替 未収入金

ORAFCO
Limited

子会社

子会社
Taiyo
Micronesia
Corporation

ミクロ
ネシア
連邦

300,000 漁業

423,973
100%

子会社
石巻漁業
株式会社

宮城県
石巻市

千円

漁業
資材等立替
役員の兼任

USドル

子会社
暁魚類
株式会社

千葉県
袖ヶ浦
市

未収入金 3,124,924
75%

貸倒引当金
戻入益

千円 千円

100%

千円 千円

水産物の
加工販売

資金の援助
役員の兼任

- -
貸　　　倒
懸念債権

ソーレス

水産物の購入
資金の援助

5,000

仕入高

USドル

千円

546,420

資金の貸付
役員の兼任

資金の回収 490,000
短　期
貸付金

240,000

1,200,101

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内   容

議決権等
の所有  （被
所有） 割合

250,00020,000

229,917

資金の返済 1,695,557
短　期
借入金

7,842,596

利息の支払 60,032
長　期
借入金

4,200,000

親会社

マルハニチ
ロ
株式会社
（東証一部
上場）

東京都
江東区

20,000,000
水産物の
販売及び
食品製造

資金の調達

100%

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

千円 千円 千円

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内   容

議決権等
の所有  （被
所有） 割合


